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定款の施行に関する規則

平成10年11月27日制定
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平成16年 3月19日改正
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平成19年 9月21日改正

平成20年 9月19日改正
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平成23年 6月16日改正

平成24年 6月14日改正

平成25年10月17日改正

平成26年10月16日改正

平成27年 6月11日改正

平成28年 1月21日改正
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平成29年 5月18日改正

平成30年 5月17日改正

平成31年 4月18日改正

令和元年12月19日改正

（目 的）

第１条 この規則は、定款第５条第２項の規定に基づき、定款の施行に関して必要な事項を定める。

（入会申込書）

第２条 定款第８条第１項に規定する正会員の入会申込書に記載する事項は、次に掲げる事項とす

る。

（１）商号又は名称

（２）本店の所在地及び代表電話番号

（３）資本金の額

（４）会社設立年月日

（５）登録若しくは免許を受けた業務の種別、登録若しくは免許の番号及び登録若しくは免許の

年月日

（６）役員（金融商品取引法（昭和23年法律第25号、以下「金商法」という。）第29条の４第１

項に規定する役員をいう。以下同じ。）の役職及び氏名

（７）投資信託及び投資法人に係る金融商品取引業に関する金融商品取引法施行令（昭和40年政

令第321号）第15条の４に規定する使用人（以下「重要な使用人」という。）の役職及び氏名

（８）役職員数

（９）他に事業を行っているときは、その事業の種類

２ 入会申込書は、正会員にあっては別紙様式第１号、賛助会員にあっては別紙様式第２号とする。
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（入会申込書の添付書類）

第３条 定款第８条第２項に規定する正会員の入会申込書の添付書類は、次に掲げる書類とする。

（１）投資運用業を営む者にあっては、金商法第29条の規定に基づき内閣総理大臣の登録を受け

ていることを証する登録済書の写し、委託者非指図型投資信託の受託会社となる信託会社等

にあっては、信託業法（平成16年法律第154号）第３条若しくは第53条の規定に基づき免許を

受けていることを証する免許書の写し、又はこれらに代わる書面

（２）次のいずれにも該当しないことを証する書面（投資運用業を営む者に限る。）

イ 金商法第29条の４第１項第１号（ニからへを除く。）のいずれにも該当しないこと

ロ 役員及び重要な使用人について、金商法第29条の４第１項第２号のいずれにも該当しな

いこと

ハ 金商法第29条の４第１項第４号（ニを除く。）のいずれにも該当しないこと

ニ 金商法第29条の４第１項第５号（ハを除く。）のいずれにも該当しないこと

（３）定款

（４）登記事項証明書の写し

（５）業務の内容及び方法を記載した書面

（６）業務に係る人的構成及び組織等の業務執行体制を記載した書面

（７）役員（登記された取締役（執行役を含む。以下「取締役等」という。）をいい、委託者非

指図型運用業者にあっては、第６条に規定する代表取締役等、委託者非指図型投資信託に係

る業務を所掌する取締役及び監査役に限る。以下この条及び第10条において同じ。）及び重

要な使用人の履歴書（委託者非指図型運用業者にあっては、役員に限る。）

（８）役員及び重要な使用人の住民票の抄本の写し又はこれに代わる書面

（９）役員及び重要な使用人が金商法第29条の４第１項第２号ロに該当しない旨の官公署の証明

書の写し又はこれに代わる書面

（10）役員及び重要な使用人が金商法第29条の４第１項第２号イ又はハからリまでのいずれにも

該当しない者であることを当該役員及び重要な使用人が本会会長に誓約する書面（委託者非

指図型運用業者にあっては、役員に限る。）

（11）特定関係者（金融商品取引業等に関する内閣府令（平成19年内閣府令第52号、以下「府令」

という。）第９条第４号に規定する特定関係者をいう。）の状況として同号イからヘに掲げ

る事項を記載した書面（投資運用業を営む者に限る。）

（12）支店、営業所の名称及び所在地を記載した書面

（13）最終の貸借対照表（関連する注記を含む。）及び損益計算書（関連する注記を含む。）

（14）純財産額（金商法第29条の４第１項第５号に規定する純財産額をいう。）を算出した書面

（15）主要株主（金商法第29条の４第２項に規定する主要株主をいう。）及び主要株主を含め保

有する議決権の多い順に上位10名の株主について、府令第10条第１項第３号ロに掲げる事項

を記載した書面（外国法人であるときは、主要株主に準ずる者について金商法第29条の４第

１項第５号ヘに規定する確認が行われていることを証する書面又はこれに準ずる書面）

（16）本店所在地を示す略図

（17）その他本会が必要と認める書類
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２ 定款第８条第２項に規定する賛助会員の入会申込書の添付書類は、次に掲げる書類とする。

（１）第一種金融商品取引業を営む者にあっては、金商法第29条の規定に基づき内閣総理大臣の

登録を受けていることを証する登録済書の写し、登録金融機関にあっては、同法第33条の４

の規定に基づき内閣総理大臣の登録を受けていることを証する登録済書の写し、委託者指図

型投資信託の受託会社である信託会社等にあっては、信託業務に係る認可を受けていること

を証する認可書の写し、又はこれらに代わる書類

（２）本店所在地を示す地図

（３）その他本会が必要と認める書類

（事務連絡者の届出）

第４条 本会に正会員又は賛助会員として入会しようとする者は、事務連絡者を定め、定款第８条

第１項に規定する入会申込書を本会に提出するに際し、当該事務連絡者の氏名、役職及び連絡先

を別紙様式第３号により本会に届け出るものとする。

（入会の拒否）

第５条 定款第９条第１項第４号に規定する定款施行規則に定める事由は、次に掲げるものとする。

（１）その行う業務に関する十分な知識及び経験を有する役員又は使用人の確保の状況並びに組

織体制に照らし、当該業務を適正に遂行することができないと認められること

（２）役員又は使用人のうちに、経歴、暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３

年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団又は同条第６号に規定する暴力団員との関係

その他の事情に照らして業務の運営に不適切な資質を有する者があることにより、金融商品

取引業の信用を失墜させるおそれがあると認められること

（正会員代表者等の資格要件）

第６条 定款第10条第１項に規定する正会員代表者及び代理者は、次の各号に掲げる要件を満たす

者でなければならない。

（１）正会員代表者 登記された当該会社を代表すべき取締役（当該会社を代表すべき執行役を

含む。以下「代表取締役等」という。）であること。ただし、外国法人である場合には、当

該社が定めた日本における代表者であること

（２）正会員代表者の代理者 取締役等又はこれに準ずる権限を有する者であること。ただし、

外国法人である場合には、日本における代表者に準ずる権限を有している者であること

２ 定款第10条第２項に規定する賛助会員を代表する者（以下「賛助会員代表者」という。）は、

当該法人を代表する者又はこれに準ずる地位を有する者とする。ただし、外国法人である場合に

は、当該社が定めた日本における代表者とする。

（正会員代表者等の届出）

第７条 正会員及び賛助会員（以下「会員」という。）は、本会への入会が承認された後、直ちに

正会員にあっては別紙様式第４号により定款第10条第１項に規定する正会員代表者及び代理者を、
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賛助会員にあっては別紙様式第５号により同条第２項に規定する賛助会員代表者を本会に届け出

るものとする。

２ 会員は、前項に基づき本会に届け出た正会員代表者若しくは代理者、又は賛助会員代表者に変

更（役職の変更を含む。）が生じた場合には、速やかに、正会員にあっては別紙様式第６号によ

り、賛助会員にあっては別紙様式第７号により本会に届け出るものとする。

（事務連絡者の変更届出）

第８条 会員は、本会に届け出た事務連絡者の氏名、役職又は連絡先に変更が生じた場合には、別

紙様式第８号により本会に届け出るものとする。

（入会金の納入等）

第９条 定款第11条第１項に規定する正会員の入会金は、別に定められた期日までに本会に納入す

るものとする。

２ 本会は、入会金が所定の期日までに納入されなかった場合には、理事会の決議により当該入会

申込者の入会の承認を取消すことができる。

３ 本会は、前項の規定に基づき入会の承認を取消した場合は、その旨を当該入会申込者に書面に

より通知する。

（正会員の報告事項）

第10条 定款第12条に規定する正会員が行う報告は、次の各号に掲げる事項とする。

なお、本会への報告は、次に掲げる事項のうち報告様式が定められている事項については、当

該各号に定める様式により報告するものとする。

（１）金商法第31条の規定に基づき同法第29条の２第１項第５号に定める業務の種別（投資運用

業を除く。）について変更登録を受けたとき又はこれを廃止したとき 別紙様式第９号

（２）金商法第35条第２項に規定する業務を行う旨を同条第３項の規定に基づき届出したとき、

又は同条第６項の規定に基づきこれを廃止した旨の届出をしたとき 別紙様式第10号

（３）金商法第35条第４項に基づき金融商品取引業並びに同条第１項及び第２項に規定する業務

以外の業務について承認を受けたとき、又は同条第６項の規定に基づきこれを廃止した旨の

届出をしたとき 別紙様式第11号

（４）金融商品取引業（投資運用業に限る。）を休止し、又は再開したとき 別紙様式第12号

（５）定款を変更したとき 別紙様式第13号

（６）業務の内容及び方法を変更したとき 別紙様式第14号

（７）資本の額を変更したとき 別紙様式第15号

（８）商号又は名称を変更したとき 別紙様式第16号

（９）支店、営業所を設置し、又は廃止したとき 別紙様式第17号

（10）本店、支店又は営業所の名称若しくは所在地を変更したとき 別紙様式第18号
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（11）役員の変更（役職の変更を含む。）があったとき 別紙様式第19号

（12）重要な使用人の変更（役職の変更を含む。）があったとき（投資運用業を営む正会員に限

る。） 別紙様式第20号

（13） （削 除）

（14） （削 除）

（15） （削 除）

（16）事業報告書（添付書類を含む。）を作成したとき（投資運用業を営む正会員に限る。）

（17）自社の財務状況等を表す財務諸表、中間財務諸表について、公認会計士又は監査法人より

監査証明を取得したとき

イ 投資信託委託業を営む正会員 別紙様式第21号

ロ 投資法人資産運用業を営む正会員 別紙様式第22号

（18）前号の規定に基づき報告した内容について純資産額の合計額で30％以上の増減があったと

き、及び本号の規定に基づき報告を行った場合で、次に前号の規定に基づく報告を行うまで

の間に純資産額の合計額で30％以上の増減（直近に提出した報告書に記載した純資産額の合

計額をもとに計算するものとする。）があったとき。ただし、本号の規定に基づく報告は、

純資産額の合計額が150億円に満たない正会員について、純資産額の合計額が150億円に達す

るまでの間は除く。

イ 投資信託委託業を営む正会員 別紙様式第21‐②号

ロ 投資法人資産運用業を営む正会員 別紙様式第22‐②号

（19）投資運用業、委託者非指図型投資信託に係る業務を廃止したとき 別紙様式第23号

（20）会社の合併若しくは解散、又は事業の全部又は一部の譲渡若しくは譲受があったとき

イ 合併があったとき 別紙様式第24号

ロ 事業の全部又は一部の譲渡若しくは譲受があったとき 別紙様式第25号

（21）正会員又は正会員が運用している投資信託に係る信託財産を受託している信託銀行につい

て、民事再生法（平成11年法律第225号）の規定による民事再生手続開始の申立て、会社更生

法（平成14年法律第154号）の規定による更生手続開始の申立て、破産法（平成16年法律第75

号）の規定による破産手続開始の申立て又はこれらに準ずる事実があった場合 別紙様式第

26号

（22）金商法第56条の２又は投資信託及び投資法人に関する法律（昭和26年法律第198号、以下「投

信法」という。）第22条の規定に基づく主務官庁による検査が開始されたとき 別紙様式第

27号

（23）前号に規定する主務官庁による検査が終了したとき

イ 法令違反等の指摘を受けたとき 別紙様式第28号

ロ 指摘を受けなかったとき 別紙様式第29号

（24）金商法若しくは投信法若しくはこれらの法令に基づく命令若しくはこれらに基づく処分若

しくは本会の定款その他の規則（理事会決議を含む。）若しくは投資信託約款若しくは投資

法人規約に違反し、若しくは取引の信義則に背反する行為が行われていた事実を認識したと

き、又は金商法若しくは投信法若しくはこれらの法律に基づく命令若しくはこれらに基づく

処分若しくは本会の定款その他の規則（理事会決議を含む。）若しくは投資信託約款若しく
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は投資法人規約若しくは取引の信義則の遵守の状況若しくは資産運用等の業務の状況若しく

は財産の状況が適切でないと認識したとき 別紙様式第30号

（25）正会員又は正会員の主要な関係法人について、金商法第51条の規定に基づく業務改善命令

を受けたとき 別紙様式第31号

（26）正会員又は正会員の主要な関係法人について、金商法第52条の規定に基づく監督上の処分

を受けたとき 別紙様式第32号

（27）金商法第56条の２の規定に基づく報告若しくは資料の提出命令を受けたとき 別紙様式第

33号

（28）金商法第51条又は第56条の２の規定に基づく主務大臣の命令等により提出を命じられた業

務改善報告書又は報告書若しくは資料を提出したとき 別紙様式第34号

（29）正会員又は正会員が運用している投資信託に係る信託財産を受託している信託銀行につい

て、投信法第23条の規定に基づく投資信託契約の引継ぎ命令を受けたとき 別紙様式第35号

（30）投信法第26条の規定に基づく受益証券（振替投資信託受益権を含む。）の募集又は私募その

他の取引の禁止若しくは停止の命令を受けたとき、又はその行為者が受益証券の募集の取扱

い又は私募の取扱いその他の取引の禁止若しくは停止の命令を受けたことを知ったとき 別

紙様式第36号

（31）金商法第29条の４第２項に規定する主要株主について、変更があったことを知ったとき別

紙様式第37号

（32）本会の定める個人情報の保護に関する指針第22条に規定する個人情報等の漏えい事案等の

事故が発生したとき 別紙様式第38号

（33）前各号に定めるもののほか、本会が必要と認めるとき

２ 前項第11号に掲げる役員又は第12号に掲げる重要な使用人の変更に係る報告について、当該報

告が新たな役員又は重要な使用人の就任に係る報告である場合には、新たに就任する役員又は重

要な使用人に係る次に掲げる書類を添付して報告するものとする。ただし、当該報告が委託者非

指図型運用業者である場合は、第２号から第４号に掲げる書面の添付を要しない。

（１）履歴書

（２）住民票の抄本の写し又はこれに代わる書面

（３）金商法第29条の４第１項第２号ロに該当しない旨の官公署の証明書の写し又はこれに代わ

る書面

（４）金商法第29条の４第１項第２号イ又はハからリまでのいずれにも該当しない者であること

を正会員（イに係る部分に限る。）及び当該役員又は重要な使用人が本会会長に誓約する書

面

３ 正会員は第１項第17号、第18号の規定により、本会に対して報告を行った場合には、当該書面

について、速やかに自らの使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録された事項を電気

通信回線を通じて閲覧に供する方法により当該書面を公開した日より５年間継続して公表しなけ

ればならないものとする。
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４ 正会員は本会に対して第１項第21号、第25号、第26号、第29号及び第30号の規定による報告を

行った場合には、速やかに当該報告の内容を記載した書面を、自らの使用に係る電子計算機に備

えられたファイルに記録された事項を電気通信回線を通じて閲覧に供する方法により当該書面を

公開した日より５年間継続して公表しなければならないものとする。

５ 本会は正会員より第１項第21号、第25号、第26号、第29号及び第30号の規定による報告を受領

した場合には、当該受領した書面を自らの使用に係る電子計算機に備えられたファイルに記録さ

れた事項を電気通信回線を通じて閲覧に供する方法により報告を受領した日から５年間継続して

公表しなければならないものとする。

（賛助会員の届出事項）

第11条 定款第13条に規定する賛助会員の届出事項は、次に掲げる事項とする。

（１）投資信託委託業等に関係する業務を廃止したとき 別紙様式第39号

（２）商号又は名称を変更したとき 別紙様式第40号

（３）本店の所在地を変更したとき 別紙様式第41号

（退会届）

第12条 定款第16条に規定する退会届は、別紙様式第42号とする。

２ 本会は、会員から退会の届出があったときは、その旨を各会員に通知するものとする。

（会員名簿の記載事項）

第13条 定款第21条第２項に規定する正会員名簿及び賛助会員名簿の記載事項は、会員の名称、所

在地、電話番号並びに正会員代表者又は賛助会員代表者の役職名及び氏名とする。

附 則

この規則は、平成10年12月１日から実施する。

附 則

第４条の２の改正規定は、平成11年３月23日から実施する。

附 則

第４条の２の改正規定は、平成11年４月26日から実施する。

附 則

この改正は、平成12年11月30日から実施する。
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附 則

この改正は、平成16年４月１日から実施する。

附 則

この改正は、平成18年３月１日から実施する。

附 則

この改正は、平成19年２月16日から実施する。

附 則

１．この改正は、定款について主務大臣の認可を受けた日（平成19年９月30日）から実施する。

２．この改正規則の施行後、改正前の投信法第６条の規定に基づく認可を受けた投資信託委託業者

が本会に入会を申請する場合の入会申込書の添付書類については、改正前の第３条の規定を適用

する。

附 則

１．この改正は、平成20年10月１日から実施する。

２．この改正規則の施行の際現に改正前の定款に定める会員であった者で、平成20年６月30日の改

正定款の附則第２条及び第３条の規定により正会員又は賛助会員とみなされる者は、第３条の２

及び第４条の２第１項の届出をしたものとみなす。

附 則

この改正は、平成21年１月16日から実施する。

附 則

この改正は、平成21年12月17日から実施する。

附 則（平成24年６月14日付で附則改正）

この改正は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の

認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第12条第１項において読み替えて

準用する第106条第１項に定める一般法人の設立の登記の日から実施する。

附 則

この改正は、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の

認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第12条第１項において読み替えて

準用する第106条第１項に定める一般法人の設立の登記の日（平成25年１月４日）から実施する。

附 則

この改正は、平成21年12月17日から実施する。
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附 則

この改正は、平成25年10月17日から実施する。

附 則

この改正は、平成26年10月16日から実施する。

ただし、第10条第１項第17号、第18号、同条第３項の改正規定については、平成26年12月１日か

ら実施するものとする。

附 則

この改正は、平成27年６月11日から実施する。

附 則

この改正は、平成28年１月21日から実施する。

附 則

この改正は、平成29年４月１日から実施する。

附 則

この改正は、平成29年５月30日から実施する。

附 則

１．この改正は、平成30年６月16日から実施する。

２．改正前の第10条第１項第13号から第15号の規定に基づく報告書面については、本会が必要と認

めたときには、第10条第１項第33号の規定に基づき正会員に対し提出を求めることができるもの

とする。

附 則

この改正は、令和元年５月１日から実施する。

附 則

この改正は、令和元年12月19日から実施する。
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別紙様式第１号

入 会 申 込 書

令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会

会 長 殿

（商号又は名称）

（代表者の役職・氏名） ㊞ 

今般、貴協会に正会員として入会いたしたく、貴協会定款第８条の規定に基づき入会を

申し込みいたします。

記

１．商号又は名称（フリガナ）

（英文）

２．本店所在地（〒）

（英文）

代表電話番号

３．資本金の額

４．会社設立年月日

５．登録（免許）を受けた業務の種別等

① 業務の種別

② 登録（免許）番号

③ 登録（免許）年月日

６．役員の役職・氏名（フリガナ）

７．重要な使用人の役職・氏名（フリガナ）

８．役職員数（うち役員数）

９．他に行っている事業の種類

（記載上の注意）

１．「３．資本金の額」は、入会申込日現在の額を記載すること。入会申込者が外国法人の場合

は、持込資本金の額とする。

２．「５．登録（免許）を受けた業務の種別等」は、入会申込者が金融商品取引業者にあっては、

登録を受けているすべての金融商品取引業を記載する。

３．「６．役員の役職・氏名（フリガナ）」は、別紙として入会申込書に添付することができる

ものとする。

４．「７．重要な使用人の役職・氏名（フリガナ）」は、当該者が統括する業務を併せて記載す

る。なお、別紙として入会申込書に添付することができるものとする。

５．「９．他に行っている事業の種類」は、金融商品取引業以外の事業を記載する。
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別紙様式第２号

入 会 申 込 書

令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会

会 長 殿

（商号又は名称）

（代表者の役職・氏名） ㊞ 

今般、貴協会に賛助会員として入会いたしたく、貴協会定款第８条の規定に基づき入会を

申し込みいたします。

記

１．商号又は名称（フリガナ）

（英文）

２．本店所在地（〒）

（英文）

代表電話番号

３．資本金又は基本財産の額

４．法人設立年月日

５．投資信託委託業等に関係のある業務の状況等

（記載上の注意）

１．「３．資本金又は基本財産の額」は、入会申込日現在の額を記載すること。入会申込者が外

国法人の場合は、持込資本金の額とする。

２．「５．投資信託委託業等に関係のある業務の状況等」は、入会申込者が金融商品取引業者又

は銀行業を営む者にあっては、登録（免許）を受けているすべての業務の種別、登録（免許）

番号、登録（免許）年月日を記載すること。その他の入会申込者にあっては、投資信託委託業

等に関係する業務の内容等をわかりやすく記載すること。
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別紙様式第３号

令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会 殿

（商号又は名称）

事 務 連 絡 者 届

当社の事務連絡者を下記の者としますので、貴協会の定款の施行に関する規則第４条に基

づきお届けいたします。

記

（氏
フ リ

名
ガナ

）

（所属・役職）

（電 話 番 号）

（F A X 番号）

（メールアドレス）

別紙様式第４号

令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会

会 長 殿

（商号又は名称）

（代表者） ㊞ 

代表者・代理者届

貴協会における当社の代表者及び代理者を下記の者としますので、貴協会の定款第10条第１項

の規定に基づきお届けいたします。

記

１．代 表 者

（役 職）

（氏
フ リ

名
ガ ナ

）

２．代 理 者

（役 職）

（氏
フ リ

名
ガ ナ

）
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別紙様式第５号

令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会

会 長 殿

（商号又は名称）

（代表者） ㊞ 

代 表 者 届

貴協会における当社の代表者を下記の者としますので、貴協会の定款第10条第２項の規定

に基づきお届けいたします。

記

（役 職）

（氏
フ リ

名
ガ ナ

）

別紙様式第６号

令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会

会 長 殿

（商号又は名称）

（代表者） ㊞ 

代 表 者

代 理 者 変更届

令和（又は西暦） 年 月 日付をもって貴協会における当社の代表者・代理者を下記の

とおり変更いたしましたので、貴協会の定款第10条第３項の規定に基づきお届けいたします。

記

新（役職・氏名
フ リ ガ ナ

）

旧（役職・氏名
フ リ ガ ナ

）
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別紙様式第７号

令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会

会 長 殿

（商号又は名称）

（代表者） ㊞ 

代 表 者 変 更 届

令和（又は西暦） 年 月 日付をもって貴協会における当社の代表者を下記のとおり変

更いたしましたので、貴協会の定款第10条第３項の規定に基づきお届けいたします。

記

新（役職・氏名
フ リ ガ ナ

）

旧（役職・氏名
フ リ ガ ナ

）

別紙様式第８号

令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会 殿

（商号又は名称）

事 務 連 絡 者 変 更 届

当社の事務連絡者に係る下記事項について変更がありましたので、貴協会の定款の施行に

関する規則第８条の規定に基づきお届けいたします。

記

１．変更事項

（変更後） （変更前）

（氏
フ リ

名
ガナ

）

（所属・役職）

（電 話 番 号）

（F A X 番号）

（メールアドレス）

２．変更年月日
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別紙様式第９号

令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会

会 長 殿

（商号又は名称）

（代表者）                ㊞ 

業務の種別の（変更登録・廃止）届出書

当社は、下記のとおり業務の種別の変更登録を受けましたので（を廃止しましたので）、

定款の施行に関する規則第 10条第１項第１号の規定に基づき、報告いたします。

記

１．登録を受けた（廃止した）業務の種別・内容等

２．登録（廃止）年月日

３．業務開始年月日

※廃止の届出の場合は、３．の記載は不要です。

（添付書類：登録・変更登録書（写））

別紙様式第 10号

令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会

会 長 殿

（商号又は名称）

（代表者）               ㊞ 

届 出 書

当社は、下記のとおり金商法第 35条第３項（金商法第 35条第６項）の規定に基づき届出

をしましたので、定款の施行に関する規則第 10条第１項第２号の規定に基づき、報告いたし

ます。

記

１．届け出た業務・内容等

２．届出年月日

３．業務開始（廃止）年月日

（添付書類：届出書（写））
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別紙様式第 11号

令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会

会 長 殿

（商号又は名称）

（代表者）               ㊞ 

業務の（承認・廃止）届出書

当社は、下記のとおり業務の承認を受けました（を廃止しました）ので、定款の施行に関

する規則第 10条第１項第３号の規定に基づき、報告いたします。

記

１．承認を受けた（廃止した）業務・内容等

２．承認（廃止）年月日

３．業務開始年月日

※廃止の届出の場合は、３．の記載は不要です。

（添付書類：承認書・届出書（写））

別紙様式第 12号

令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会

会 長 殿

（商号又は名称）

（ 代 表 者 ）               ㊞ 

金融商品取引業の休止（再開）に係る報告書

当社は、金融商品取引業を下記のとおり休止（再開）いたしますので、貴協会の定款の施

行に関する規則第 10 条第１項第４号の規定に基づきお届けいたします。

（休止の場合）

１． 休止理由（ ）

２． 休止予定期間（令和（又は西暦） 年 月 日 ～ 令和（又は西暦） 年 月 日）

（再開の場合）

１． 再 開 日 令和（又は西暦） 年 月 日

２． 休止届の提出日 令和（又は西暦） 年 月 日



- 17 -

別紙様式第 13号

令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会

会 長 殿

（商号又は名称）

（ 代 表 者 ）               ㊞ 

定款の変更届出書

令和（又は西暦） 年 月 日付にて（下記のとおり）定款を変更いたしましたので、貴

協会の定款の施行に関する規則第 10条第１項第５号の規定に基づき（別紙のとおり）お届け

いたします。

（添付書類：変更の内容及び変更後の定款の写し）

別紙様式第 14号

令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会

会 長 殿

（商号又は名称）

（代表者）                ㊞ 

業務の内容及び方法の変更届出書

令和（又は西暦） 年 月 日付で、当社の業務方法書の変更を行いましたので、定款の

施行に関する規則第 10条第１項第６号の規定に基づき、別紙のとおり報告いたします。

（添付書類：変更の内容及び変更後の業務方法書）
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別紙様式第 15号

令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会

会 長 殿

（商号又は名称）

（代表者）                   ㊞ 

資 本 の 額 変 更 届

当社は、下記のとおり資本金を変更いたしますので、貴協会の定款の施行に関する規則第

10 条第１項第７号の規定に基づきお届けいたします。

（事由： ）

記

新 資 本 金

旧 資 本 金

変 更 年 月 日

別紙様式第 16号

令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会

会 長 殿

（商号又は名称）

（代表者）               ㊞ 

商 号 又 は 名 称 変 更 届

令和（又は西暦） 年 月 日付をもって当社の商号又は名称を下記のとおり変更いたし

ますので、貴協会の定款の施行に関する規則第 10条第１項第８号の規定に基づきお届けいた

します。

記

新

（英文名 ）

旧
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別紙様式第 17号

令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会

会 長 殿

（商号又は名称）

                     （代表者）               ㊞ 

支店、営業所の設置（廃止）届出書

記

当社は、下記のとおり○○○を設置（廃止）いたしますので、貴協会の定款の施行に関す

る規則第 10 条第１項第９号の規定により、報告いたします。

１．設置（廃止）する支店又は営業所の名称

名 称 ：

所在地 ：

２．営業所の設置（廃止）年月日

令和（又は西暦） 年 月 日

３．設置（廃止）の理由

別紙様式第 18号
令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会

会 長 殿

（商号又は名称）

（代表者）               ㊞ 

（本店・支店・営業所）の（名称・所在地）の変更届出書

当社は、下記のとおり○○○の○○を変更いたしますので、貴協会の定款の施行に関する

規則第 10条第１項第 10号の規定に基づき、報告いたします。

記

１．変更する本店等の名称

２．変更事項

（ア）変更後の名称又は所在地

〒

英文：

ＴＥＬ

ＦＡＸ

（イ）変更前の名称又は所在地

〒

ＴＥＬ

ＦＡＸ

３．変更年月日 令和（又は西暦） 年 月 日
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別紙様式第 19号
令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会

会 長 殿

（商号又は名称）

                                      （代表者）              ㊞ 

役員（役職）変更届出書

令和（又は西暦） 年 月 日付で当社役員の変更を行いましたので、貴協会の定款の施

行に関する規則第 10 条第１項第 11号の規定に基づき、下記のとおり報告いたします。

記

変更内容

変更年月日 変 更 後 変 更 前

（例）

令和（又は西暦）○年○月○日付

取締役

○○ ○○

（ 就 任 ）

又は旧役職等

（例）

令和（又は西暦）○年○月○日付
（ 退 任 ）

取締役

○○ ○○

別紙様式第 20号
令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会

会 長 殿

（商号又は名称）

  （代表者）             ㊞ 

重要な使用人変更届出書

令和（又は西暦） 年 月 日付で当社の重要な使用人の変更を行いましたので、貴協会

の定款の施行に関する規則第 10条第１項第 12号の規定に基づき、下記のとおり報告いたし

ます。

記

変更内容

担 当 変更年月日 変 更 後 変 更 前

（ 法令遵守・運用統括 ）
（例）

令和（又は西暦）○年○月○日付

役 職

○○ ○○

（ 就 任 ）

又は旧役職等

（ 法令遵守・運用統括 ）
（例）

令和（又は西暦）○年○月○日付
（ 退 任 ）

役 職

○○ ○○

（ 法令遵守・運用統括 ）
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別紙様式第 21号

令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会

会 長 殿

（商号又は名称）

（代表者）               ㊞ 

正会員の財務状況等に関する届出書

当社の財務状況等に係る会計監査が終了いたしましたので、貴協会の定款の施行に関する

規則第 10条第１項第 17号イの規定に基づき、下記のとおり報告いたします。

１．委託会社等の概況

２．事業の内容及び営業の概況

３．委託会社等の経理状況

（１）貸借対照表

（２）損益計算書

（３）株主資本等変動計算書

公開日 令和（又は西暦） 年 月 日

作成基準日 令和（又は西暦） 年 月 日

本店所在地 東京都中央区日本橋茅場町○×―△□

お問い合わせ先 ○×部 ○△課 □△グループ

【記載上の注意事項】

１．公開日は、当該書面について有価証券報告書等において添付書類として最初に届け出た日を

記載すること。

２．本様式の記載に当たっては特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令第四号様式の該当

箇所に係る記載上の注意に準じること。
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別紙様式第 22号

令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会

会 長 殿

（商号又は名称）

（代表者）               ㊞ 

正会員の財務状況等に関する届出書

当社の財務状況等に係る会計監査が終了いたしましたので、貴協会の定款の施行に関する

規則第 10条第１項第 17号ロの規定に基づき、下記のとおり報告いたします。

１．資産運用会社の名称、資本金の額及び事業の内容

２．資産運用会社の運用体制

３．資産運用会社の大株主の状況

４．資産運用会社の役員の状況

５．資産運用会社の事業の内容及び営業の概要

公開日 令和（又は西暦） 年 月 日

作成基準日 令和（又は西暦） 年 月 日

本店所在地 東京都中央区日本橋茅場町○×―△□

お問い合わせ先 ○×部 ○△課 □△グループ

【記載上の注意事項】

１．公開日は、当該書面について有価証券報告書等において添付書類として最初に届け出た日を

記載すること。

２．本様式の記載に当たっては特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令第四号の三様式の

該当箇所に係る記載上の注意に準じること。
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別紙様式第 21‐②号

令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会

会 長 殿

（商号又は名称）

（代表者）               ㊞ 

正会員の財務状況等に関する変更届出書

貴協会の定款の施行に関する規則第 10条第１項第 17号イ（第 18号イ）の規定に基づき、

令和（又は西暦）○年○月○日付で提出した正会員の財務状況等に関する届出書について、

令和（又は西暦）○年○月○日付で当社が運用する投資信託の純資産額の合計額に 30％以上

の増減があったため、同規則第 10条第１項第 18号イの規定に基づき、下記のとおり報告い

たします。

１．委託会社等の概況

２．事業の内容及び営業の概況

３．委託会社等の経理状況

（１）貸借対照表

（２）損益計算書

（３）株主資本等変動計算書

公開日 令和（又は西暦） 年 月 日

作成基準日 令和（又は西暦） 年 月 日

本店所在地 東京都中央区日本橋茅場町○×―△□

お問い合わせ先 ○×部 ○△課 □△グループ

【記載上の注意事項】

１．公開日は、当該書面について有価証券報告書等において添付書類として最初に届け出た日を

記載すること。

２．本様式の記載に当たっては特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令第四号様式の該当

箇所に係る記載上の注意に準じること。
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別紙様式第 22‐②号

令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会

会 長 殿

（商号又は名称）

（代表者）               ㊞ 

正会員の財務状況等に関する変更届出書

貴協会の定款の施行に関する規則第 10条第１項第 17号ロ（第 18号ロ）の規定に基づき、

令和（又は西暦）○年○月○日付で提出した正会員の財務状況等に関する届出書について、

令和（又は西暦）○年○月○日付で当社が運用する投資法人の純資産額の合計額に 30％以上

の増減があったため、同規則第 10条第１項第 18号ロの規定に基づき、下記のとおり報告い

たします。

１．資産運用会社の名称、資本金の額及び事業の内容

２．資産運用会社の運用体制

３．資産運用会社の大株主の状況

４．資産運用会社の役員の状況

５．資産運用会社の事業の内容及び営業の概要

公開日 令和（又は西暦） 年 月 日

作成基準日 令和（又は西暦） 年 月 日

本店所在地 東京都中央区日本橋茅場町○×―△□

お問い合わせ先 ○×部 ○△課 □△グループ

【記載上の注意事項】

１．公開日は、当該書面について有価証券報告書等において添付書類として最初に届け出た日を

記載すること。

２．本様式の記載に当たっては特定有価証券の内容等の開示に関する内閣府令第四号の三様式の
該当箇所に係る記載上の注意に準じること。
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別紙様式第 23号
令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会
会 長 殿

（商号又は名称）
（代表者）                 ㊞ 

○○業務廃止届出書

当社の○○○○○を廃止いたしましたので、定款の施行に関する規則第 10条第１項第 19
号の規定に基づき、下記のとおり報告いたします。

記

１．廃止する業務の内容

２．廃止年月日 令和（又は西暦） 年 月 日

別紙様式第 24号

令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会

会 長 殿

（商号又は名称）

（代表者）              ㊞ 

合 併 届 出 書

当社は、下記のとおり合併いたしますので、貴協会の定款の施行に関する規則第 10条第１

項第 20 号イの規定に基づきお届けいたします。

記

１．合 併 の 趣 旨

２．合 併 の 概 要

（ア）合併の方式

（イ）合 併 比 率

（ウ）合 併 期 日

３．新会社の概要

（ア）商号又は名称

（英文： ）
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（イ）本 店

① 住所（〒 ）

（英文： ）

② 代表電話番号

③ FAX 番号

（ウ）資本金の額

（エ）役員の役職・氏名（フリガナ）

（オ）重要な使用人の役職・氏名（フリガナ）

（カ）役 職 員 数 人（内、役員 人、職員 人）

４．会社代表者の役職氏名
フリガナ

５．上記代表者の代理人となるべき者の役職氏名
フリガナ

６．事務連絡者の役職氏名
フリガナ

７．添付書類

（ア）主要株主一覧表

（イ）本店所在地地図

（ウ）合併前各社の概要（別紙）

（別 紙）

合併前各社の概要

① 商号又は名称

② 所 在 地

③ 電 話 番 号

④ 代 表 者

⑤ 設 立 年 月 日 令和（又は西暦） 年 月 日

⑥ 資 本 金

⑦ 事 業 内 容

⑧ 役 職 員 数 人（内、役員 人、職員 人）

⑨ 運用資産（純資産額）

又は契約資産 （単位：億円、合併前月末の額数）

⑩ 損益及び財産の状況（単位：億円）

年 月期 年 月期 年 月期

営業利益

経常利益

当期利益

純 資 産
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別紙様式第 25号

令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会

会 長 殿

（商号又は名称）

（代表者）             ㊞ 

事業の譲渡・譲受に関する届出書

当社は、下記のとおり事業の譲渡・譲受を行いましたので、貴協会の定款の施行に関する

規則第 10条第１項第 20号ロの規定に基づき、報告いたします。

記

１．譲渡・譲受の事業の内容

２．事業の譲渡・譲受の相手方

３．事業の譲渡・譲受の年月日

４．事業の譲渡・譲受の方法

５．事業の譲渡・譲受の理由
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別紙様式第 26号

令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会

会 長 殿

（商号又は名称）

（代表者）               ㊞ 

破産手続開始の申立て等に関する届出書

（当社/当社の設定した投資信託財産の受託銀行である○○信託銀行）に対して、下記のとお

り破産手続開始の申立て等がなされましたので、貴協会の定款の施行に関する規則第 10 条第

１項第 21号の規定に基づき、報告いたします。

１．当該破産手続開始の申立て等が行われた年月日

２．当該破産手続開始の申立て等を行った者の名称、住所、代表者の氏名（個人の場合には、その

氏名及び住所とし、当該破産手続開始の申立て等を行ったものが正会員である場合を除く。）

３．当該破産手続開始の申立て等を受けた者の名称、住所

４．当該破産手続開始の申立て等の種類

５．当該破産手続開始の申立て等に至った経緯

６．当該破産手続開始の申立て等の内容

７．当該破産手続開始の申立て等により影響を受ける公募のファンド等の名称

公開日 令和（又は西暦） 年 月 日

作成基準日 令和（又は西暦） 年 月 日

本店所在地 東京都中央区日本橋茅場町○×―△□

お問い合わせ先 ○×部 ○△課 □△グループ

【記載上の注意事項】

１．自社が設定・運用している公募ファンドで破産手続開始の申立て等により影響を受けるもの

の名称をすべて記載すること。
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別紙様式第 27号
令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会
会 長 殿

（商号又は名称）
（代表者）               ㊞ 

検査の開始に係る報告書

令和（又は西暦） 年 月 日現在で、金融商品取引法及び投資信託及び投資法人に関す
る法律の規定に基づく証券取引等監視委員会等の検査が開始されましたので、定款の施行に
関する規則第 10 条第１項第 22号の規定に基づき報告いたします。

別紙様式第28号
令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投資信託協会
会 長 殿

（商号又は名称）
                   （代表者）                 ㊞ 

検査の終了に係る報告書

令和（又は西暦） 年 月 日現在で実施された金融商品取引法及び投資信託及び投資法
人に関する法律の規定に基づく証券取引等監視委員会等の検査について、令和（又は西暦）
年 月 日付○○第 号をもって○○より検査が終了した旨の通知があり、下記のとおり法
令・諸規則に違反する行為等がある旨の指摘がありましたので、定款の施行に関する規則第
10 条第１項第 23 号イの規定に基づき報告いたします。

記

指摘事項等

法令・協会規則等の
名称及び条項等

事案の概要

行為の内容等

１．行為の内容

２．発生の経緯、原因等

３．発生時の内部管理体制の状況

【連絡担当者】 所 属
役職・氏名
電 話 番 号

【記載上の注意事項】
１．指摘事項・事案の概要欄は内容を簡潔に記載し、詳細は行為の内容欄に記載する。
２．検査終了通知書の写を添付する。
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別紙様式第 29号

令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会

会 長 殿

（商号又は名称）

                      （代表者）              ㊞ 

検査の終了に係る報告書

令和（又は西暦） 年 月 日現在で実施された金融商品取引法及び投資信託及び投資法人

に関する法律の規定に基づく証券取引等監視委員会等の検査について、令和（又は西暦） 年

月 日付○○第 号をもって○○より検査が終了した旨の通知があり、法令・諸規則に違反す

る行為等に係る指摘がありませんでしたので、定款の施行に関する規則第 10 条第１項第 23号

ロの規定に基づき報告いたします。

（添付書類：検査終了通知書の写）
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別紙様式第30号

令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会

会 長 殿

（商号又は名称）

                      （代表者）               ㊞ 

当社において、下記のとおり法令・諸規則に違反等する行為があると認識いたしましたので、

定款の施行に関する規則第 10条第１項第 24号の規定に基づき報告いたします。

記

法令・協会規則等に

該当する場合はその

名称及び条項等

事案の概要

行為の内容等

１．行為の内容

２．発生の経緯、原因等

３．発生時の内部管理体制の状況

４．是正・改善の状況

５．監督官庁への報告

【連絡担当者】 所 属

役職・氏名

電 話 番 号

【記載上の注意事項】

１．法令・諸規則・約款違反等に該当しない場合は、当該欄は空欄とする。

２．事案の概要欄は内容を簡潔に記載し、詳細は行為の内容欄に記載する。

３．発生の経緯については、発見の端緒・発生日時・発生部署等についても詳細を記載する。

４．是正・改善状況が策定・改善中の場合は、完了後に別途報告をする。また、社内処分等を

行った場合は、その内容についても記載する。

５．監督官庁へ報告の有無及び報告を行った場合はその詳細（報告月日等）を記載し、写を添

付する。
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別紙様式第31号

令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会

会 長 殿

（商号又は名称）

                    （代表者）                ㊞ 

業務改善命令に係る報告書

（当社／当社の主要な関係法人である○○）は、令和（又は西暦） 年 月 日付○○第 号

をもって○○より、金融商品取引法第 51 条の規定に基づき業務改善命令を受けたので、定款

の施行に関する規則第 10条第１項第 25号の規定に基づき報告いたします。

記

業務改善命令を発出し

た行政庁の名称

業務改善命令の概要

改善される業務の概要

改善の終了予定期限

影響を受ける公募の

ファンド等の名称

ファンド等の管理、運

用又は処分に与える影

響の概要

【連絡担当者】 所 属

役職・氏名

電 話 番 号

【記載上の注意事項】

１．自社が設定・運用している公募ファンドで業務改善命令の影響を受けるものの名称を全て

記載する。

（添付書類：当該処分等に係る命令書等の写（正会員が命令を受けた場合に限る。））



- 33 -

別紙様式第32号

令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会

会 長 殿

（商号又は名称）

                     （代表者）                ㊞ 

監督上の処分に係る報告書

（当社／当社の主要な関係法人である○○）は、令和（又は西暦） 年 月 日付○○第 号

をもって○○より、金融商品取引法第 52 条の規定に基づく監督上の処分（○○）を受けまし

たので、定款の施行に関する規則第 10条第１項第 26号の規定に基づき、報告いたします。

記

監督上の処分を発出し

た行政庁の名称

監督上の処分の概要

処分により是正される

業務等の概要

処分等の期間

影響を受けるファンド

等の名称

ファンド等の管理、運

用又は処分に与える影

響の概要

【連絡担当者】 所 属

役職・氏名

電 話 番 号

【記載上の注意事項】

１．自社が設定・運用しているファンド等で処分の影響を受けるものの名称を全て記載する。

（添付書類：当該処分等に係る命令書等の写（正会員が命令を受けた場合に限る。））
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別紙様式第33号

令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会

会 長 殿

（商号又は名称）

                      （代表者）              ㊞ 

○○の提出命令に係る報告書

当社は、令和（又は西暦） 年 月 日付○○第 号をもって○○より、金融商品取引

法第 56 条の２の規定に基づき○○○の提出を命じられたので、定款の施行に関する規則第

10 条第１項第 27 号の規定に基づき、報告いたします。

（添付書類：当該提出に係る命令書等の写）

別紙様式第34号

令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会

会 長 殿

（商号又は名称）

                  （代表者）               ㊞ 

○○○の提出について

当社は、令和（又は西暦） 年 月 日付○○第 号をもって○○より、金融商品取引

法第（51条、56 条の２）の規定に基づき○○の提出を命じられ、令和（又は西暦） 年 月

日付で提出いたしましたので、定款の施行に関する規則第 10 条第１項第 28号の規定に基づ

き報告いたします。

（添付書類：金融庁への提出文書の写）
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別紙様式第35号

令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会

会 長 殿

（商号又は名称）

（代表者）               ㊞ 

投資信託契約の引継ぎ命令に係る報告書

（当社／当社の設定した投資信託財産の受託銀行である○○信託銀行）は、令和（又は西

暦） 年 月 日付○○第 号をもって○○より、投資信託及び投資法人に関する法律第

23 条の規定に基づき、投資信託契約の引継ぎ命令を受けましたので、定款の施行に関する規

則第 10 条第１項第 29 号の規定に基づき報告いたします。

記

引継ぎ命令が発出され

るに至った背景

ファンド等の引き継ぎ

先の名称等（住所、代

表者の氏名、連絡先）

処分により是正される

業務等の概要

処分等の期間

引き継がれるファンド

等の名称

ファンド等の管理、運

用又は処分に与える影

響の概要

【連絡担当者】 所 属

役職・氏名

電 話 番 号

【記載上の注意事項】

１．自社が設定・運用しているファンド等で処分の影響を受けるものの名称を全て記載する。

（添付書類：当該命令書等の写（正会員が命令を受けた場合に限る。））
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別紙様式第36号

令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会

会 長 殿

（商号又は名称）

                  （代表者）               ㊞ 

投信法第26条における命令に係る報告書

（当社／当社の設定した投資信託の受益証券の募集（私募その他取引）の取扱いを行って

いる○○）は、令和（又は西暦） 年 月 日付○○第 号をもって○○より、投資信託

及び投資法人に関する法律第 26条の規定に基づき、受益証券の募集（私募その他取引）の禁

止（停止）の命令を受けましたので（下記販売会社において、受益証券の募集の取扱等の禁

止（停止）の命令を受けましたので）、定款の施行に関する規則第 10条第１項第 30号の規

定に基づき報告いたします。

記

命令の概要

募集が禁止（停止）さ

れる社の名称

処分等の期間

募集が禁止（停止）さ

れるファンド等の名称

ファンド等の管理、運

用又は処分に与える影

響の概要

【連絡担当者】 所 属

役職・氏名

電 話 番 号

【記載上の注意事項】

１．自社が設定・運用しているファンド等で処分の影響を受けるものの名称を全て記載する。

（添付書類：当該命令書等の写（正会員が命令を受けた場合に限る。））
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別紙様式第37号

令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会

会 長 殿

（商号又は名称）

（代表者）               ㊞ 

主要株主の変更届出書

令和（又は西暦） 年 月 日付で当社主要株主が変更となりましたので、定款の施行に

関する規則第 10 条第１項第 31号の規定に基づき、下記のとおり報告いたします。

記

１．変更年月日 令和（又は西暦） 年 月 日

２．変更内容

氏名、商号

又は名称

変 更 後 変 更 前

保有する

議決権の数
割合

保有する

議決権の数
割合
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別紙様式第38号

令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会

会 長 殿

（商号又は名称）

（代表者）               ㊞ 

個人情報等の漏えい事案等の事故報告書

今般、個人情報等の漏えい事案等の事故がありましたので、定款の施行に関する規則第 10

条第１項第 32号の規定に基づき、次のとおり報告いたします。

新規・続報（前回報告： 年 月 日）

事故発生部署の名称
事故者及び関係者

の所属、役職

発生年月日 発覚年月日

漏えい等した

情報の内容

暗号化等の情報保護措

置
□措置有 □一部措置有 □措置無 □ 不明

漏えい先

発生時の状況

□ＦＡＸ誤送信 □メール誤送信 □第三者への誤手交

□配送等の誤配

□口頭漏えい □誤廃棄 □紛失 □その他（ ）

発覚に至る経緯

顧客への通知等の状況

公表の有無 （公表年月日）

公表内容及び公表方法

発生原因分析･

問題認識等

（社内ルール等の遵守

状況についても記載）

再発防止策等

監督官庁への報告の

有無
（報告年月日）

備 考
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連絡担当者 所 属

役職氏名

電話番号

メールアドレス

「個人情報等の漏えい事案等の事故報告書」の記載要領等

１．新規・続報の別

新たな報告は「新規」とし、既に報告済みの事案であって、その詳細等二次的に報告する

ものは「続報」として作成すること

２．事故発生部署の名称、事故者及び関係者の所属、役職

事故者及び関係者の氏名の記載は要しない

３．漏えい等した情報の内容

事故のあった個人情報又は個人データ若しくは加工方法等情報の種類、内容及び顧客等の

数（件数）等を具体的に記載すること

なお、機微（センシティブ）情報を含む場合は、その数も記載すること

また、個人番号及び特定個人情報が含まれている場合には、その内容及び顧客等の数（件

数）を具体的に記載すること

４．暗号化等の情報保護措置の有無

暗号化等の情報保護措置の有無には、漏えい等発生時点で、これらの情報に関しあらかじ

め講じられていた措置の有無について記載すること

５．漏えい先

漏えい先が特定されているかどうか、また、個人情報等の回収の状況等について記載する

こと

６．発生時の状況

事故の発生日時、発生の態様について記載すること

なお、盗難又は紛失等で、警察へ連絡・届出している場合は、その旨併せて記載すること

７．発覚に至る経緯

発覚年月日、発覚のきっかけ（顧客からの苦情申し立て、社内点検、担当者からの申し立

て等）について記載すること

８．顧客への通知等の状況

事故の対象となった顧客等（本人）に対する事実関係の通知等の対応について、対応部署、

顧客等の数及びその対応状況等を具体的に記載すること

９．公表の有無、公表年月日、公表内容及び公表方法

公表する場合若しくは公表した場合は、公表年月日、公表内容及び公表方法を具体的に記

載するとともに、公表資料を添付すること

なお、公表しないこととした場合は、その理由を記載すること

10．発生原因分析・問題認識等（社内ルール等の遵守状況についても記載）

事故が発生した経緯及び発生原因等を具体的に記載すること

個人情報及び個人データ等の安全管理に係る社内規程等に照らし、その遵守状況を具体的

に記載すること

11．再発防止策等

再発防止等のための是正・改善措置を記載すること

12．監督官庁への報告の有無

監督官庁（金融庁及び個人情報保護委員会をいう。）への報告の有無及び報告を行った場

合は報告年月日を記載すること
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別紙様式第39号

令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会

会 長 殿

（商号又は名称）

（代表者）               ㊞ 

○○業務廃止届出書

当社は○○○○○を廃止いたしましたので、定款の施行に関する規則第 11条第１号の規定

に基づき、下記のとおり報告いたします。

記

１．廃止する業務の内容

２．廃止年月日 令和（又は西暦） 年 月 日

別紙様式第40号

令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会

会 長 殿

（商号又は名称）

（代表者）               ㊞ 

商号又は名称変更届

令和（又は西暦） 年 月 日付をもって当社の商号又は名称を下記のとおり変更いたし

ますので、定款の施行に関する規則第 11条第２号の規定に基づきお届けいたします。

記

新

（英文名 ）

旧
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別紙様式第41号

令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会
会 長 殿

（商号又は名称）
（代表者）               ㊞ 

本店の所在地の変更届出書

当社は、下記のとおり本店の所在地を変更いたしますので、定款の施行に関する規則第 11
条第３号の規定に基づき、報告いたします。

記

１．変更する本店の名称

２．所在地変更事項
（ア）変更後

〒

（英文 ）
ＴＥＬ
ＦＡＸ

（イ）変更前
〒

ＴＥＬ
ＦＡＸ

３．変更年月日 令和（又は西暦） 年 月 日

別紙様式第42号

令和（又は西暦） 年 月 日

一般社団法人 投 資 信 託 協 会
会 長 殿

（商号又は名称）
（代表者）               ㊞ 

会 員 退 会 届 出 書

当社は、下記のとおり貴協会を退会いたしたく、定款第 16 条の規定に基づきお届けいた
します。

記

１．退会年月日

２．退会理由


